
                                                                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  

                  

                                                    

                      

 

 

                          

※ 丸数字は，産廃税活用事業一覧表の各事業に対応 

徴税費 

事務費，報償費 

▲22,353千円 

 

 

産業廃棄物 

埋立税収 

632,170千円 

産業廃棄物 

抑制基金 

運用益 

333千円 

333,834 千円 
④ 廃棄物排出事業者責任強化対策事業 

排出事業者講習会の開催，マニフェスト交付状況報告の処理・排出事業者の指導体制の整備 65,340 
（うちその他財源  5,221） 

⑤ 不法投棄監視体制強化事業 

不法投棄対策班による監視活動，市町職員の県職員併任による不法投棄監視等 14,219 
（うちその他財源   601） 

⑥ 産業廃棄物処理情報管理推進事業 

廃棄物処理情報の電子化支援等 14,456 

⑦ 産業廃棄物処理実態調査事業 

県内の産業廃棄物の排出量等を把握するための実態調査 2,486 
⑧ＰＣＢ廃棄物処理促進事業 

ＰＣＢ廃棄物の適正処理に係る中小事業者への支援 16,553 
（ うちその他財源 5,647） 

⑨公共関与処分場による廃棄物適正処理事業 

公共関与処分場周辺環境調査，協議会運営，緑地整備等 116,288 
⑩（1） 地域廃棄物対策支援事業 

市町等が行う不法投棄防止対策事業等への支援 82,123 
⑪廃棄適正処理対策の実証実験 

デジタル技術を活用した廃棄物適正処理対策において，「ひろしまサンドボックス」実証プロ

ジェクトにおいて，実証実験を行う。 
12,881 

⑫ 災害廃棄物処理対策市町等連携事業 

市町等と連携した実効性の高い災害廃棄物処理体制の強化 9,488 

 

廃棄物の適正処理 

令和３年度産業廃棄物埋立税を活用した廃棄物対策事業 

52,248 千円 
⑩（2）（3） 地域廃棄物対策支援事業（撤去処分・事業系一般廃棄物削減対策事業） 

市町等が行う不法投棄廃棄物の撤去処分事業及び事業系一般廃棄物削減対策事業への支援 10,051 

⑭ 海ごみ対策推進事業 

海岸漂着物等対策に係る市町の取組に対する助成 42,197 
 

 

その他の循環型社会の形成 

454,829 千円 

① 廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費等助成事業 
３Ｒ推進に効果が大きいと認められる施設整備を行う事業者への助成 

即効性が高く波及効果が期待できるリサイクル技術の研究開発を行う事業者への助成 
387,975 

②循環型社会形成推進機能強化事業 

産学連携によるリサイクル技術の研究開発等を行う団体への支援 66,086 
③ びんごエコタウン推進事業 

びんごエコ団地へ進出する企業に対する施設整備への助成 768 

 

３Ｒの推進 

8,343 千円 
⑬ 環境保全活動支援事業 

県民，事業所への廃棄物抑制啓発等 8,343 

 

啓発活動 

取崩 積立 

その他財源 

内       容 決算額 

 

その他の循環型社会 
の形成（⑩，⑭） 

6％  52,248 千円 

啓発活動（⑬）1％

8,343 千円 

３Ｒの推進（①～③） 

54％ 454,829 千円 

廃棄物の適正処理（④～⑫） 

39％  333,834 千円 

総 額 849,254千円 
（うち基金充当 837,785 千円） 

 （うちその他財源 11,469 千円） 
千円） 


